
≪一般的な流れ≫

Ⓐがスキャンする場合には、領収書等へ自署した
上で、Ⓑによる紙原本確認を前提に、概ね３営業
日以内にタイムスタンプ付与までの期間を制限

一定以上の解像度
見読可能装置

③

タイムスタンプ付与④

Ⓐ、Ⓑ以外の第三者が
紙原本を定期検査

⑤

画像
データ

領収書
等

領収書
等

領収書
等

①

Ⓐ（従業員） Ⓑ（経理担当者等）
Ⓒ （Ⓐ、Ⓑ以外の社員。税理士

等）

Ⓐ（従業員）

Ⓑがスキャンする場合には、紙原本確認を
前提に、最長２か月と概ね７営業日以内に
タイムスタンプ付与までの期間を制限。

②

≪小規模企業者の特例≫

領収書
等

○適正性確保の観点からのスキャナ保存の要件
①及び② 書類の取得から一定期間内にスキャナによる保存を行うことで、原本に対する改ざん可能時期を制限

するとともに、①の場合については受領者に署名させることにより使い回し等の不正利用を防止。
③ 一定水準の解像度、ディスプレイ等の備付けにより、紙と同程度の文字・色の再現性を確保。
④ タイムスタンプの付与により、それ以後のスキャナデータに対する改ざんを防止。
②及び⑤ 異なる担当間でチェック機能を働かせる仕組みにより、改ざんを防止。

⇒ スキャナ保存データの信頼性確保のために上記の措置が設けられており、ペーパーレス促進の観点から仮に紙
原本の確認が前提の要件を緩和するのであれば、その一方で、代替となる改ざん抑止措置も講ずる必要。

〇 スキャナ保存制度は、紙の領収書等をスキャンして作成した画像データを保存することにより、その「原本である
紙」を廃棄することを可能とするもの。そのため、「コピーであるデータ」と「原本である紙」との同一性を担保し、改ざん
（注）を防止する等の観点から各種の要件が設けられている。
（注：例えば、受領した紙の領収書の金額を改ざんした上でスキャナ保存、紙原本を廃棄している場合、改ざん事実の事後的な確認が困難になる恐れ。）

〇 スキャナ保存の対象となる領収書等の書類は、取引等の事実関係を裏付ける原始記録であり、その真実性を確保
しつつ、速やかに記録（記帳）に反映されることが重要となる。

スキャナ保存制度の主な要件の考え方

小規模企業者（従業員20人以下等）においては Ⓐがスキャン
する場合に、⑤の定期検査を税務代理人が行うこととしている
ときは、Ⓑによる紙原本確認が不要。
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その他の国税

申告所得税・消費税

源泉所得税

法人税・消費税

（件）

（備考） 国税庁報道発表資料及び統計年報による。
（注１） 「その他の国税」は、間接諸税及び酒税である。

事務
年度

〔54〕 〔61〕 〔103〕 〔120〕 〔133〕〔33〕 〔43〕〔スキャナ保存の利用状況（件数）〕 〔152〕 〔380〕

（注２） 事務年度は７月１日から翌年６月30日までである。
（注３） 利用件数は、各事務年度末の累計承認件数であ

○ 電子帳簿等保存制度の利用件数は堅調に増加しているが、伸びしろは依然大きい。
○ 電子帳簿等保存制度の創設から約20年が経過し、経済社会のＩＣＴ環境が大きく変化する中、社
会におけるデータ活用及び納税者の文書保存に係る負担軽減を図るとともに、より信頼性の高い記
帳を推進する観点から、その利用促進のための方策について検討を行うことが考えられるのではな
いか。

電子帳簿等保存制度の利用件数の推移

〔1,050〕

41,08
2

101,694
90,129

79,018
66,125

53,551

177,180

165,372
154,006

143,417
133,012

123,045
113,105

188,355
200,726

〔1,846〕

225,391

〔2,898〕

272,449

〔4,041〕

電子帳簿等保存制度の利用状況
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○ eLTAX（地方税のオンライン手続のためのシステム）により、全ての地方団体に対し電子申告等が可能
○ 地方税共通納税システムの稼働（令和元年10月）により、主として法人向けの税目について、全ての地
方団体に対し電子納税が可能

○ 自動車（登録車）保有関係手続のワンストップサービスにより、自動車税（環境性能割）等の申告・納付
が可能

○ ICTの進展等を踏まえ、納税者の利便性の向上、課税当局の業務効率化・省力化、適正・公正

な課税の実現等のため、eLTAX等を活用した全国統一的な申告・納税のデジタル化、収納手段

の多様化、国税との情報連携といった地方税務手続のデジタル化を推進。

地方税における税務手続のデジタル化

○ コンビニ納税やクレジットカード納付等の制度改正により、個人向け税目の収納手段の多様化

収納手段の多様化

○ 地方団体と国税当局間で課税資料（所得税確定申告書、扶養是正情報等）を共有
○ 国税及び地方税の電子申告における共通入力事務の重複排除や申請・届出手続の電子的提出の一元
化を実施

国税との情報連携

申告・納税のデジタル化
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地方団体A

地方団体B

地方団体C

納税者等

申告等

納税

電子申告

電子納税

eLTAXの概要

○ 複数団体に対する申告等の地方税務手続を、オンラインにより一括で処理するシステムである
eLTAXが担う役割は順次拡大。

○ eLTAXの機能の一部として「地方税共通納税システム」が令和元年10月から稼働。

法人事業税・住民税

個人住民税（給与所得・退職所得に係る特別徴収）

事業所税

法人事業税・住民税

固定資産税（償却資産）

事業所税

個人住民税（特別徴収のための情報のやりとり）

国税連携

国税庁

連携
国税庁から確定申告データ

地方団体から課税情報

765万件（61.8％）

（注１）件数は令和元年度実績
（注２）括弧内はeLTAX利用率

4,044万件（47.1％）

（注）令和元年10月～令和２年
８月までの実績

合計8,097億円

※令和３年10月１日～個人住民税の利子割等を対象に追加
予定
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事業者の適正申告の確保

記帳水準の向上について

（令和２年10月16日専門家会合 財務省資料抜粋）
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